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平成 26 年度事業実績報告 

（平成 26 年 4 月 1 日～平成 27 年 3 月 31 日） 

 

平成26年度事業計画に則り、介護老人保健施設がケアの質の向上をはかり、地域の社会資源としての

役割を果たしていくことができるよう、各種教育研修事業及び人材確保・育成対策事業を実施したほか、

平成 26 年 4 月の消費税率引き上げに伴う対応や平成 27 年度介護報酬改定に向けて、各種調査研究事業

の実施、迅速・適確な情報伝達を図るべく ICT 事業の展開等による広報活動を行った。 

当期中における主要事業の概要は、以下のとおりである。なお、事業詳細は、機関誌『老健』におい

て「協会の活動」及び「芝公園だより」等に掲載した。 

 

1 会議 

(1) 社員総会 

定款の規定に基づき定時社員総会を 1 回、臨時社員総会を 2 回開催し、付議された案件を審議、可決

承認した。議決案件等の概要は次のとおりである。 

① 第 3 回定時社員総会 

・開催の日時   平成 26 年 6 月 27 日（金）15：00～18：00 

東京都港区台場 1-9-1 

ホテル日航東京 1 階「オリオン」 

・社員数 97 名 

・出席社員数 93 名 合計 97 名 

・欠席社員数 4 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 25 年度事業報告案について 

第 2 号議案 平成 25 年度決算報告案について 

第 3 号議案 次期（第 3 期）役員選任について 

報 告 事 項 (1) 介護保険制度等の動向について 

(2) 第 25 回全国介護老人保健施設大会 岩手について 

(3) 第 26 回全国介護老人保健施設大会 神奈川 in 横浜について 

(4) 第 27 回全国介護老人保健施設大会 大阪について 

(5) 平成 26 年 5 月 31 日現在加入状況について 

(6) 代議員、支部及びブロック一覧について 

② 第 1 回臨時社員総会 

・開催の日時 平成 26 年 8 月 23 日（土）14：30～15：00 

東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 3 階「蘭菊の間」 

・社員数 97 名 

・出席社員数                  5 名 合計 97 名 

・書面表決社員数          89 名 

・欠席社員数          3 名 
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・議決案件等 

第 1 号議案 学識理事 3 名の追加選任について 

③ 第 2 回臨時社員総会 

・開催の日時 平成 27 年 3 月 13 日（金）16：00～18：00 

東京都港区公園 3-3-1 

東京プリンスホテル 2 階「プロビデンスホール」 

・社員数 97 名 

・出席社員数                 72 名 合計 97 名 

・書面表決社員数          25 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 27 年度事業計画案について 

第 2 号議案 平成 27 年度収支予算案について 

第 3 号議案 平成 26 年度事業計画の一部変更案について 

第 4 号議案 平成 26 年度収支補正予算案について 

報 告 事 項 (1) 介護報酬改定について 

(2) 全国大会について 

(3) 平成 27 年 1 月 31 日現在加入状況について 

(4) 代議員、支部及びブロック一覧について 

(5) その他 

(2) 理事会 

定款の規定に基づき定例理事会を2回、臨時理事会を4回開催し、社員総会に付議すべき事項等につ

いて審議、可決承認した。審議案件の概要は次のとおりである。 

① 第 1 回定例理事会 

・開催の日時 平成 26 年 6 月 6 日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 4 階「芙蓉の間」 

・理事の現在数 27 名 

・出席者数 21 名  

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 25 年度事業報告案について 

第 2 号議案 平成 25 年度決算報告案について 

第 3 号議案 第 3 回定時社員総会の開催について 

第 4 号議案 次期(第 3 期)役員選任について 

第 5 号議案 新規入会申込者(平成 26 年 2 月 1 日～平成 26 年 4 月 30 日)について 

第 6 号議案 会員変更申請者(平成 26 年 2 月 1 日～平成 26 年 4 月 30 日)について 

承 認 案 件 実地研修指定施設について 

報 告 事 項 (1) 介護保険制度等の動向について 

(2) 業務報告について 

(3) 退会者について 
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(4) 平成 26 年 4 月 30 日現在加入状況について 

(5) 代議員、支部及びブロック一覧について 

② 第 1 回臨時理事会 

・開催の日時      平成 26 年 6 月 27 日（金）17：30～18：00 

 東京都港区台場 1-9-1 

ホテル日航東京 1 階「ジュピター」 

・理事の現在数 24 名 

・出席者数 17 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 会長の選定について 

第 2 号議案 副会長、常務理事等の選定について 

報 告 事 項 (1) 就任承諾書及び機関誌『老健』挨拶文について 

③ 第 2 回臨時理事会 

・開催の日時      平成 26 年 7 月 25 日（金）15:00～17:00 

 東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 4 階「芙蓉の間」 

・理事の現在数 23 名 

・出席者数 18 名  

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 26 年度第 1 回臨時社員総会の開催について 

第 2 号議案 顧問・参与の選任について 

第 3 号議案  委員会の設置及び委員の承認について 

第 4 号議案  新規入会申込者(平成 26 年 5 月 1 日～平成 26 年 6 月 30 日)について 

第 5 号議案  会員変更申請者(平成 26 年 5 月 1 日～平成 26 年 6 月 30 日)について 

報 告 事 項  (1) 平成 26 年度第 3 回臨時理事会について 

       (2) 退会者(平成 26 年 5 月 1 日～平成 26 年 6 月 30 日)について 

(3) 平成 26 年 6 月 30 日現在加入状況について 

④ 第 3 回臨時理事会 

・開催の日時      平成 26 年 8 月 23 日（土）15:00～16:00 

 東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 3 階「蘭菊の間」 

・理事の現在数 23 名 

・出席者数 16 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 常務理事の選任について 

第 2 号議案 委員会委員及び部会員の選任について 

報 告 事 項  (1) 介護保険制度等の動向について 
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⑤ 第 4 回臨時理事会 

・開催の日時      平成 26 年 12 月 12 日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝 2-5-2 

東京グランドホテル 4 階「芙蓉の間」 

・理事の現在数 26 名 

・出席者数 14 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 26 年度事業計画の一部変更案について 

第 2 号議案 平成 26 年度収支補正予算案について 

第 3 号議案 新規入会申込者(平成 26 年 7 月 1 日～平成 26 年 11 月 30 日)について 

第 4 号議案  会員変更申請者(平成 26 年 7 月 1 日～平成 26 年 11 月 30 日)について 

報 告 事 項  (1) 署名活動について 

       (2) 介護報酬改定について 

(3) 業務報告について 

       (4) 事務所移転について 

(5) 退会者について 

(6) 平成 26 年 11 月 30 日現在加入状況について 

       (7) 代議員、支部及びブロック一覧について 

⑥ 第 2 回定例理事会 

・開催の日時      平成 27 年 2 月 13 日（金）16:00～18:00 

 東京都港区芝公園 2-6-15 黒龍芝公園ビル 6 階 

公益社団法人全国老人保健施設協会 会議室 

・理事の現在数 26 名 

・出席者数 18 名 

・議決案件等 

第 1 号議案 平成 27 年度事業計画案について 

第 2 号議案 平成 27 年度収支予算案について 

第 3 号議案 臨時社員総会の開催について 

第 4 号議案  新規入会申込者(平成 26 年 12 月 1 日～平成 27 年 1 月 31 日)について 

第 5 号議案  会員変更申請者(平成 26 年 12 月 1 日～平成 27 年 1 月 31 日)について 

報 告 事 項  (1) 介護報酬改定について 

       (2) 業務報告について 

(3) 平成 27 年 1 月 31 日現在加入状況について 

(3) 支部長会 

年度中に 1 回開催し、事業実施状況の説明を行ったほか、各支部からの要望事項等、意見交換を行

った。 

(4) 正副会長会 

年度中に 22 回開催し、平成 27 年度介護報酬改定に向けての対応、新規事業等、当協会事業の細目

に関する事項について検討を行った。 
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(5) 常務理事会 

年度中に 13 回開催し、各委員会活動の内容の協議、平成 27 年度介護報酬改定に向けての対応等、

その他事業計画の執行について検討を行った。 

(6) 顧問・ブロック長会議 

年度中に 1 回開催し、ブロック代表者のあり方及びブロックと当協会の連携について、平成 27 年度

介護報酬改定について等、意見交換を行った。 

 

2 大会事業 

第 25 回全国介護老人保健施設大会 岩手は、全国老人保健施設協会岩手県支部長 長澤茂氏を大会会長

とし、平成 26 年 10 月 15 日～17 日の 3 日間にわたり、岩手県盛岡市内の盛岡市民文化ホール（マリオ

ス）、いわて県民情報交流センター（アイーナ）、ホテルメトロポリタン盛岡 NEW WING、ホテルメト

ロポリタン盛岡 本館、ホテルルイズ、ホテル東日本盛岡、盛岡グランドホテル等において、「雨ニモマ

ケズ 風ニモマケズ ～震災を乗り越えて めざそう 夢のある老健を～」をテーマに、4,442 名の参加

者を得、ポスターセッションを含む 1,223 演題の発表を行ったほか、10 月 15 日には「認知症研修＜感

激的！ビフォーアフター～環境でここまで変わる認知症ケア～＞」、「リハビリテーション研修＜どうす

る！？地域包括ケアの拠点機能を担う老健のリハビリテーション＞」、「食べることをとおしてのリハビ

リテーションと多職種協働研修＜寿命まで食べる幸せ こんな話が聴きたかった＞」、「ケアマネジメン

ト実践講座（R4 システム研修）＜在宅復帰が出来るケアマネジメント＞」の 4 つの研修会と、第 8 回公

益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会を同時開催した。また例年どおり大会期間中に福祉・医療

機器展を併行開催した。 

・第 1 日目 10 月 15 日（水） 

 午後 第 8 回公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会  97 名 

  研修会 ・認知症研修＜感激的！ビフォーアフター ～環境でここまで 

変わる認知症ケア～＞  197 名 

   ・リハビリテーション研修＜どうする！？地域包括ケアの拠点 

  機能を担う老健のリハビリテーション＞ 195 名 

   ・食べることをとおしてのリハビリテーションと多職種協働研修 

    ＜寿命まで食べる幸せ こんな話が聴きたかった＞ 194 名 

   ・ケアマネジメント実践講座（R4 システム研修） 

    ＜在宅復帰が出来るケアマネジメント＞  178 名 

・第 2 日目 10 月 16 日（木） 

 午前 開会式（厚生労働大臣表彰、協会表彰、演題発表優秀奨励賞表彰含む） 

  特別講演  「地域包括ケアシステムの構築と介護保険制度改正」 

    厚生労働省老健局長 三浦 公嗣 

 午後 シンポジウムⅠ 「大震災等に対処する相互連携体制の確立」 

  全老健研究事業報告 

    ①地域における介護老人保健施設の役割に関する調査研究事業 

    ②介護老人保健施設の管理医師の有効活用による医療と介護の連携の 

               促進に関する調査研究事業 
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    ③施設退所後の要介護高齢者が在宅生活を継続するための要因に 

               関する調査研究事業 

④介護予防サロンに関する社会貢献モデル事業 

今年度 研究事業のまとめ 

      市民公開講演Ⅰ 「自分という人生の長距離ランナー」 

               スポーツジャーナリスト・大阪芸術大学教授 増田 明美 

  老健医療研究会推奨講演 

  ①JCAT のさらなる推進について 

                老健医療研究会 副代表幹事 髙椋 清 

              ②被災地で CHALLENGE したかったこと～老健の可能性～ 

                             全国老人保健施設協会 名誉会長 川合 秀治 

      シンポジウムⅡ（公開）「認知症の人の理想郷（イーハトーヴ）をめざして」 

      研究発表（ポスターセッション含む）、懇親会、共催ランチョンセミナー、福祉・医療 

機器展 

・第 3 日目 10 月 17 日（金） 

 午前 シンポジウムⅢ 「地域包括ケアシステムにおける老健施設の役割」 

  教育講演Ⅰ  「在宅介護 3 年半の経験から」 

               日本大学大学院 教授 池上 清子 

 午後 教育講演Ⅱ  「誰もが安心して住み慣れた地域に住み続けるために 

               －阪神淡路大震災から学んだ地域リハビリテーション－」 

               日本リハビリテーション病院・施設協会 名誉会長 澤村 誠志 

  市民公開講演Ⅱ 「音楽の絆」 

               作曲家 千住 明 

  研究発表（ポスターセッション含む）、共催ランチョンセミナー、福祉・医療機器展 

  閉会式 

なお、本大会は以下の後援を得て行われた。 

厚生労働省、岩手県、盛岡市、宮古市、大船渡市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、陸前高

田市、釜石市、二戸市、八幡平市、奥州市、滝沢市、雫石町、葛巻町、岩手町、紫波町、矢巾町、西和

賀町、金ケ崎町、平泉町、住田町、大槌町、山田町、岩泉町、田野畑村、普代村、軽米町、野田村、九

戸村、洋野町、一戸町、（公社）日本医師会、（社福）全国社会福祉協議会、（独法）福祉医療機構、（一

社）日本病院会、（公社）日本精神科病院協会、（一社）日本医療法人協会、（公社）全日本病院協会、（公

社）全国国民健康保険診療施設協議会、（公社）全国老人福祉施設協議会、（一社）日本リハビリテーシ

ョン病院・施設協会、（一社）日本慢性期医療協会、（公社）日本認知症グループホーム協会、（一社）全

国個室ユニット型施設推進協議会、（公社）日本看護協会、（公社）日本栄養士会、（公社）日本医療社会

福祉協会、（公社）日本理学療法士協会、（一社）日本作業療法士協会、（公社）日本社会福祉士会、（一

社）シルバーサービス振興会、（公社）認知症の人と家族の会、（一社）日本摂食・嚥下リハビリテーシ

ョン学会、（公社）日本介護福祉士会、（一社）日本言語聴覚士協会、（一社）日本介護支援専門員協会、

全国地域包括･在宅介護支援センター協議会、（一社）全国デイ･ケア協会、特定非営利活動法人日本介護

経営学会、全国老人保健施設連盟、（一社）日本老年医学会、（公財）介護労働安定センター、（公社）日
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本介護福祉士養成施設協会、（公社）日本歯科医師会、（公社）日本歯科衛生士会、（独法）国立長寿医療

研究センター、（一社）岩手県医師会、（一社）岩手県歯科医師会、（公社）岩手県看護協会、（一社）岩

手県社会福祉士会、（公社）岩手県栄養士会、（一社）岩手県介護福祉士会、（一社）岩手県理学療法士会、

（一社）岩手県作業療法士会、（社福）岩手県社会福祉協議会、岩手県言語聴覚士会、岩手県介護支援専

門員協会、（公社）認知症の人と家族の会岩手県支部、岩手県地域包括・在宅介護支援センター協議会、

岩手県認知症高齢者グループホーム協会、岩手県医療ソーシャルワーカー協会、（一社）北海道老人保健

施設協議会、（公社）青森県老人保健施設協会、宮城県老人保健施設連絡協議会、秋田県介護老人保健施

設連絡協議会、山形県老人保健施設協会、（一社）福島県老人保健施設協会、朝日新聞盛岡総局、読売新

聞盛岡支局、毎日新聞社盛岡支局、産経新聞盛岡支局、岩手日報社、岩手日日新聞社、（株）胆江日日新

聞社、東海新報社、NHK 盛岡放送局、（株）IBC 岩手放送、（株）テレビ岩手、（株）岩手めんこいテレ

ビ、（株）岩手朝日テレビ 

 

3 教育事業 

介護老人保健施設におけるサービスの質の維持・向上をはかり利用者及びその家族に良質なサービス

を提供することを目的として、理念教育・専門性の向上・職員のスキルアップそして施設の安定経営等

に資する情報提供を含めた各種研修事業を実施した。 

(1) 職員基礎研修事業 

介護老人保健施設職員等に必須の基礎的知識及び理念の修得を目的として、施設勤務 2 年未満の職

員等を対象に、職員基礎研修会及び地域のニーズに合わせたコースを設定したビギナー研修を実施し

た。 

職員基礎研修 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回東京都 平成 26 年 5 月 8 日(木)～ 9 日(金) TFT ビル 133 名 

第 2 回大阪府 平成 26 年 11 月 25 日(火)～26 日(水) メルパルク大阪 112 名 

全 2 回 計 245 名 

ビギナー研修 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

ビギナー・技術 愛媛県 平成 26 年 9 月 30 日(火) ひめぎんホール 90 名 

ビギナー・技術 愛知県 平成 26 年 12 月 11 日(木) 名古屋国際会議場 142 名 

全 2 回 計 232 名 

(2) 実地研修事業 

実技修得を目的とする研修を 2 コース設定し、A コース(基礎実技修得コース)は、原則介護老人保健

施設勤務 1 年以上の職員を、B コース(専門実技修得コース)は、原則介護老人保健施設勤務 2 年以上の

職員を対象に実施した。 

コース 施設数 回数 受講者数 

Ａコース(基礎実技修得コース) 47 50 259 名 

Ｂコース(専門実技修得コース) 71 81 428 名 

計 118 121 687 名 

※1 施設で複数のコースを実施した施設は、それぞれのコースをカウントしている。 

(3) 管理者(職)研修事業(独立行政法人福祉医療機構 後援) 

管理者(職)としての基礎知識、行政の動向及び経営上の留意点等について理解を深めることを目的
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として、施設の管理者(職)及び開設予定者等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 26 年 11 月 5 日(水) 品川フロントビル 136 名 

(4) 中堅職員研修事業 

講義とテーマ別のグループディスカッションにより、中堅クラスの職員としてのスキルアップを目

的として、施設勤務 5 年程度の職員等を対象に、中堅職員研修会及び地域のニーズに合わせたコースを

設定したマスター研修を実施した。 

中堅職員研修 

回数・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回東京都 平成 26 年 5 月 8 日(木)～ 9 日(金) TFT ビル 144 名 

第 2 回大阪府 平成 26 年 11 月 25 日(火)～26 日(水) メルパルク大阪 103 名 

全 2 回 計 247 名 

マスター研修 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

マスター・総合 静岡県 平成 26 年 9 月 17 日(水) 日本大学国際関係学部 80 名 

マスター・総合 埼玉県 平成 26 年 11 月 23 日(日) 介護老人保健施設しょうわ 65 名 

全 2 回 計 145 名 

(5) ケアマネジメント実践講座 

「全老健版ケアマネジメント方式～R4 システム～」を活用したケアプランの策定と評価に必要とな

る視点・知識・技術を修得することを目的として、施設職員等を対象に実施した。 

回数・開催地・コース 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回 北海道 (初級) 

       (中級) 
平成 26 年 7 月 4 日(金) TKP 札幌駅ｶﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ 

57 名 

18 名 

第 2 回 大阪府 (初級) 

       (中級) 
平成 26 年 8 月 7 日(木) ホテル大阪ベイタワー 

86 名 

50 名 

全 2 回 計 
143 名 

68 名 

(6) リハビリテーション研修事業 

介護老人保健施設におけるリハビリテーションについて必要な知識を修得することを目的として、

施設職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 平成 27 年 2 月 26 日(木)～27 日(金) ﾎﾃﾙ新大阪ｺﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ 163 名 

(7) 医師研修事業 

介護老人保健施設における医師の役割等について理解を深めることを目的として、医師を対象に実

施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

静岡県 平成 27 年 3 月 5 日(木)～6 日(金) ホテルニューアカオ 66 名 

(8) 認知症ケア研修事業(公益社団法人日本医師会 共催、独立行政法人国立長寿医療研究センター 協

力) 

認知症短期集中リハビリテーション実施加算を算定するために必須となる認知症の概念、診断と、

認知症短期集中リハビリテーションのアセスメントや適切なプログラム等について習熟することを目

的として、医師を対象に実施した。 
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開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 26 年 5 月 24 日(土) TKP 市ヶ谷ｶﾝﾌｧﾚﾝｽｾﾝﾀｰ 211 名 

京都府 平成 26 年 10 月 25 日(土) 京都烏丸ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝﾎｰﾙ 187 名 

全 2 回 計 398 名 

(9) 看護職員研修事業 

介護老人保健施設の中で看護職員が果たすべき役割等について理解を深めることを目的として、看

護職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 26 年 7 月 7 日(月)～8 日(火) ホテル JAL シティ田町東京 174 名 

(10) 通所リハビリテーション研修事業 

介護老人保健施設における通所リハビリテーションの役割や連携等について理解を深めることを目

的として、施設職員等を対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

大阪府 平成 26 年 11 月 2 日(日) 新大阪江坂東急イン 184 名 

(11) 食べることをとおしてのリハビリテーションと多職種協働研修事業 

食べる行為からリハビリテーションを考え必要な知識を修得することを目的として、施設職員等を

対象に実施した。 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 26 年 11 月 13 日(木) HOSPEX Japan2014（東京ﾋﾞｯｸﾞｻｲﾄ） 106 名 

(12) 介護老人保健施設経営セミナー事業(独立行政法人福祉医療機構主催「介護老人保健施設経営セ

ミナー」への共催) 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 26 年 11 月 21 日(金) 全社協・灘尾ホール 277 名 

(13) 老人保健施設管理医師研修(一般社団法人日本老年医学会主催、独立行政法人国立長寿医療研究

センター協力にて開催された研修会への運営協力) 

介護老人保健施設の管理医師を対象に高齢者の医学管理に必要な知識を修得することを目的とした

研修について運営協力を行った。 

開催回・開催地 実施期間 会場 受講者数 

第 1 回Ⅱ期・東京都 平成 26 年 9 月 27 日(土)～28 日(日) AP 浜松町 153 名 

(14) 平成 26 年度北欧・欧州高齢者医療・福祉研修団(一般社団法人全国公私病院連盟への企画協力) 

ヨーロッパにおける医療と介護の関係、社会保障、高齢者対策の現状等、視察し研鑽をはかること

を目的とした研修について企画協力を行った。 

訪問地 実施期間 参加者数 

ドイツ、スウェーデン、フランス 平成 26年 9月 30日(火)～10月 8日(水) 4 名 

 

4 制度対策事業 

平成 27 年度介護報酬改定の対応として以下の事業を行った。 

(1) 関連情報の提供等 

介護老人保健施設関連通知・通達類をはじめ、社会保障審議会(厚生労働省)資料、全国介護保険担

当課長会議(厚生労働省)資料、「介護保険最新情報」等を、役員、支部長、代議員、各都道府県支部に、

ホームページ、メールマガジン、FAX ニュース、機関誌『老健』等の媒体を通じて周知を図った。 

特に、社会保障審議会介護給付費分科会の審議概要をはじめ、平成 27 年度介護報酬改定において介
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護老人保健施設に関係する事項等について、随時 FAX ニュースとメールマガジンの速報等で情報提供

を行った。 

また、北海道支部、岩手県支部、宮城県支部、山形県支部、福島県支部、茨城県支部、群馬県支部、

千葉県支部、東京都支部、神奈川県支部、新潟県支部、山梨県支部、長野県支部、愛知県支部、三重

県支部、大阪府支部、兵庫県支部、和歌山県支部、鳥取県支部、高知県支部、福岡県支部、長崎県支

部、大分県支部からの要請を受け、介護報酬改定に関する説明会等の講師派遣を行った。 

なお、ICT を用いた情報提供については、7 広報出版事業(3)(4)(5)において報告したとおりであ

る。 

(2) 関係資料の発行 

平成 27 年度介護報酬改定の関係資料を冊子にまとめ、会員施設に配布等を行った。具体的には、7 

広報出版事業(6)で報告のとおりである。 

(3) 関連調査等 

年度毎の介護老人保健施設の経営実態を把握するため、事業所の収支や利用者の状況、介護従事者

等の処遇状況等のデータを収集した。また、平成 27 年度介護報酬改定に向けて、設備更新や建物の改

修・改築状況、通所リハビリテーションの実態に関する緊急調査、消費税率引上げ等の影響に関する

調査を行った。具体的には、6 調査研究事業(6)(7)(8)(9)において報告したとおりである。 

(4) 介護老人保健施設のあり方に関する各種要望等 

平成 27 年度介護報酬改定に向けて、(3) 関連調査等の結果を踏まえ、介護老人保健施設を取り巻く

課題について整理を行い、介護老人保健施設の現状に関するデータを多角的に収集・分析し、社会保障

審議会介護給付費分科会等における提言を行うとともに、各種要望書を提出した。 

さらに、当協会の要望事項について広く国政に反映させるため、全国老人保健施設連盟の協力も得

て各種活動を展開した。 

(5) 生活行為向上リハビリテーション研修会 講師養成研修会 

平成 27 年度介護報酬改定において創設された、生活行為向上リハビリテーション実施加算の算定要

件である研修会を関連団体（公益社団法人日本医師会、一般社団法人日本リハビリテーション病院・施

設協会、一般社団法人日本慢性期医療協会、一般社団法人全国デイ・ケア協会、公益社団法人全国老

人保健施設協会）で平成 27 年度に開催するにあたり、講師を養成するため講師養成研修会に講師候補

者（リハビリテーション専門職）を推薦派遣した。 

開催地 実施期間 会場 講師派遣数(全老健) 

東京都 平成 27 年 3 月 26 日(木)～27 日(金) 東京研修センター 28 名 

(6) 介護従事者の生活と人生を守り、利用者へのサービスの質を確保するための署名活動 

平成 26 年 10 月～12 月にかけ、平成 27 年度介護報酬改定に向け、介護従事者の処遇改善と介護老

人保健施設のサービスの質を担保できるだけの財源確保を求める署名活動を会員施設職員、利用者（本

人、家族）等、全国規模で行った。平成 26 年 12 月 24 日に「介護従事者の生活と人生を守り、利用者

へのサービスの質を確保するための署名」として約 142 万人分を内閣総理大臣、厚生労働大臣、財務

大臣に提出し、介護従事者の窮状と介護老人保健施設の運営状況を訴えた。 

(7) 「介護」を育む緊急全国集会 

署名活動の集大成として会員施設職員、その他保健・医療・福祉の関係者に参加を呼びかけ、「『介

護』を育む緊急全国集会」を開催した。開催当日は、介護老人保健施設関係者と支援者等 2,000 名を超

える参加者を得、各政党からのメッセージや介護職員からの現場の窮状等が述べられた。 
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平成27年1月8日（木） 日比谷公会堂（東京都千代田区） 

 【 開 会 】 公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 四藏 直人 

 【 挨 拶 】 公益社団法人全国老人保健施設協会 会長 東 憲太郎 

 【趣旨説明】 公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 平川 博之 

 【介護従事者を育むためには（提言）】 

   ・国際医療福祉大学大学院 教授 中村 秀一 氏  

   ・上智大学 教授 栃本 一三郎 氏 

 【賛同団体挨拶】 

（公社）日本医師会、（公社）日本歯科医師会、（一社）日本慢性期医療協会 

（公社）全国老人福祉施設協議会、（公社）日本認知症グループホーム協会 

（公社）日本介護福祉士会、（公社）日本介護福祉士養成施設協会 

 【応援メッセージ】 

   意 見 表 明：全国老人保健施設連盟 委員長 手束 昭胤 

   応援ご挨拶：自由民主党組織運動本部長 田中 和徳 衆議院議員 

         公明党社会保障制度調査会長 桝屋 敬悟 衆議院議員 他 

   謝 辞：全国老人保健施設協会人材対策特別委員会人材確保部会 部会長 荒舩 丈一 

 【全国の介護従事者の声】 現場の代表4名（福島県、東京都、大阪府、沖縄県） 

 【 宣 言 】 全国老人保健施設連盟 副委員長 成尾 洋之 

 【頑張ろうコール】 公益社団法人全国老人保健施設協会 副会長 三根 浩一郎 

(8) 緊急！施設代表者会 

一般社団法人東京都老人保健施設協会主催の「緊急！施設代表者会」に共催し、介護報酬改定 6％減

に抗議する集会を開催した。開催当日は、東京都の介護老人保健施設関係者 100 名を超える参加者を

得、平成 27 年度介護報酬の状況や人材確保の現場の窮状等が述べられた。 

平成 26 年 11 月 7 日（金） 東京グランドホテル（東京都港区） 

 

5 認定資格制度事業 

(1) 認知症ケア研修事業 

3 教育事業(8) 認知症ケア研修事業において報告したとおりである。 

(2) リスクマネジャー資格認定事業 

介護老人保健施設において発生するリスクを包括して把握し対応するリスクマネジャーを養成する

目的で、資格を認定する「リスクマネジャー資格認定試験」の実施及び受験資格の取得に向けた「リス

クマネジャー養成講座」を開催した。また、リスクマネジャー資格が 5 年毎の更新制のため、資格更新

試験（e-learning とレポート提出による更新試験）を実施した。さらに、資格認定試験及び資格更新試

験の受験者を対象に、試験に先立ち e-learning による模擬試験も実施した。 

① リスクマネジャー資格認定試験 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京 平成 26 年 7 月 4 日(金) 東京グランドホテル 151 名 
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② リスクマネジャー資格更新試験 

実施期間 方法 受講者数 

更新試験 平成 26 年 7 月 8 日（火）～31 日（木） e-learning 155 名 

更新再試験 平成 26 年 9 月 10 日（水）～19 日（金） e-learning 10 名 

③ リスクマネジャー養成講座 

実施期間 会場 受講者数 

Ⅰ期 平成 26 年 11 月 19 日(水)～21 日(金) 
ＡＰ浜松町 151 名 

Ⅱ期 平成 27 年 2 月 18 日(水)～20 日(金) 

 

6 調査研究事業 

(1) 介護保険制度と介護老人保健施設のあり方に関する調査研究事業 

平成 26 年度老人保健事業推進費等補助金(老人保健健康増進等事業分)を受け、各事業に研究班を設

置し、下記の事業を実施した。 

① 介護保険施設の入所者の機能低下およびその予防に関する調査研究事業 

平成 23 年に当協会が実施した調査研究事業において老健施設における各種ハザードと機能低下

に及ぼす影響の程度を検討したところ、入所前に転倒、脱水、褥瘡、発熱、誤嚥などの既往がある

入所者は、これらを繰り返すリスク（危険度）が高いことがあきらかであった。そこで、本事業で

は、転倒や誤嚥を定形的に予防するプロセスを定型化する介入および施設のリスクマネジャーを配

置するといった介入が、どのような効果があるかを検討し、各施設の対応と利用者の 3 ヶ月間の追

跡を行い、その効果を 1.「施設の対応」すなわちプロセスがどうであったか、2.個別の利用者のリ

スクの低減に効果があったかを検討した。 

② 介護老人保健施設退所者の在宅療養支援に関する調査研究事業 

身体機能と生活環境の変化の両方の状況を継続的に把握するため、これらの項目を含んだ「退所

者生活機能調査」を同一の対象者に対し計 5 回実施した。また、ICF ステージングに追加する新た

な評価指標の検討にあたり、「IADL」、「意欲の指標」、「ICF に基づく新指標」を「退所者生活機能

調査」の調査項目に加え、調査を実施した。 

③ 介護老人保健施設における認知症を有する高齢者のリハビリテーションのあり方に関する調査 

研究事業 

世界的に問題となっているフレイル（Frailty・虚弱性）をテーマに取り上げ、フレイルの中でも

認知機能低下によるフレイルの進行（Cognitive Frailty）について、認知症短期集中リハビリテー

ションの実施が身体的フレイルに効果があるかを検証した。 

④ 介護老人保健施設における生活期リハビリテーションの実態と効果に関する調査研究事業 

介護老人保健施設と医療サービスとの連携の実態および在宅の生活期リハビリテーションの有用

性を明らかにし、地域包括ケアシステム構築に寄与するエビデンスを得ることを目的に、施設調査

と個別調査を実施した。 

(2) 介護予防サロンの社会・地域貢献モデル事業 

平成 26 年度独立行政法人福祉医療機構助成を受け、委員会を設置し事業を実施した。全国 10 か所

の介護老人保健施設に「介護予防サロン」を開設し、「介護予防サロン」の参加者本人への心身の介護

予防を実施するとともに、参加者（グループ）によるボランティア活動等の組み合わせにより、地域の

一員として社会参加・地域貢献にも取り組む「新たな介護予防サロン」事業を行った。 
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(3) 業務マニュアル見直し等のための研究事業 

電子媒体による業務マニュアル『より良きケアを提供するための老健施設ハンドブック』の更新につ

いて検討した。 

(4) 介護老人保健施設におけるインフルエンザ様疾患の状況に関する調査 

平成 26 年 11 月、正会員施設を対象に平成 26 年 8 月～平成 27 年 3 月における入所者・通所者・職

員のインフルエンザ様疾患の状況等についてアンケート調査を実施した。 

(5) 平成 26 年度「在宅強化型老健施設」・「在宅復帰・在宅療養支援機能加算」算定施設・「訪問リ

ハビリテーション」提供施設および、「短時間通所リハビリテーション（1 時間以上 2 時間未満、

2 時間以上 3 時間未満、3 時間以上 4 時間未満）」提供可能施設公表意向調査 

平成 26 年度診療報酬改定において、「在宅強化型老健施設」・「在宅復帰・在宅療養支援機能加算」

が、7対 1一般病棟入院基本料の在宅復帰要件に追加されたことから、該当老健施設の公表について関

係各所から多数の要望があったことを踏まえ、当協会ホームページに「在宅強化型介護老人保健施設」、

「在宅復帰・在宅療養支援機能加算」、「訪問リハビリテーション」、「短時間通所リハビリテーショ

ン（1 時間以上 2 時間未満、2 時間以上 3 時間未満、3 時間以上 4 時間未満）」を提供できる体制が整っ

ている施設を公表するために、悉皆調査を実施した。 

(6) 介護老人保健施設の「設備更新や建物の改修・改築」に関する緊急調査 

平成 27 年度介護報酬改定に向けての議論の場である社会保障審議会介護給付費分科会に提出する資

料の基礎データとすることを目的に、平成 26 年 6 月末現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施し

た。 

(7) 介護老人保健施設の「通所リハビリテーションの実態」に関する緊急調査 

平成 27 年度介護報酬改定に向けての議論の場である社会保障審議会介護給付費分科会に提出する資

料の基礎データとすることを目的に、平成 26 年 6 月末現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施し

た。 

(8) 平成 26 年介護老人保健施設の運営における消費税率引上げ等の影響に関する調査 

社会保障審議会介護給付費分科会において、消費税率 10％への引上げの対応を検討する際の基礎資

料とすることを目的に、調査対象施設を抽出し調査を実施した。 

(9) 平成 26 年介護老人保健施設の現状と地域特性等に関する調査 

平成 16 年度からデータを蓄積している会計年度ごとの収支状況について、平成 25 年度収支データ

を収集するとともに、施設特性や地域特性等の現場に基づくデータを収集する目的で、平成 26 年 9 月

末現在の正会員施設を対象に、悉皆調査を実施した。 

(10) 平成 26 年度介護老人保健施設における介護職員の現況調査 

介護老人保健施設における介護職員の入職・離職等の現況についてのデータを得るためにアンケート

調査を実施した。 

 

7 広報出版事業 

(1) 機関誌『老健』の刊行 

機関誌『老健』を 12 回定期刊行し、当協会会員施設をはじめ、厚生労働省、都道府県ならびに政令

指定都市介護保険担当主管課、関係諸団体、公立等図書館、リハビリ専門職養成校、主要マスコミ、

個人購読者等へ配布し、介護保険制度および介護老人保健施設に関連する情報を提供するとともに、
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当協会の活動に関する広報活動を行った。(総発行部数 144,330 部) 

各号の特集および主要企画等は以下のとおり。 

・平成26年4月号 家族支援の取り組み 

・平成26年5月号 「食べること」を支えるリハビリとケア 

・平成26年6月号 老健施設職員のためのメンタルヘルス 

・平成26年7月号 老健施設における看取り 

・平成26年8月号 第3回定時社員総会を開催／医療・介護制度改正と老健施設 

・平成26年9月号 東日本大震災から3年半 

・平成26年10月号 老健施設における腰痛予防対策 

・平成26年11月号 感染対策 

・平成26年12月号 全老健創設満25周年 

・平成27年1月号 地域包括ケアシステムにおける老健施設の役割／第8回老健医療研究会 

・平成27年2月号 第25回全国介護老人保健施設大会 岩手 

・平成27年3月号 「介護」を育む緊急全国集会を開催／老健施設の未来を考える 

(2) ニュースペーパーの発行 

情報の周知を目的に、機関誌『老健』の刊行に先立って、主な掲載記事をデジタル配信する『老健』

ニュースペーパーの配信を毎月 1 回行った。 

(3) メールマガジンの配信 

平成 15年 1月から配信を行なっているメールマガジン＜e-roken(イー・ローケン)＞を、合計 103回

配信し、当協会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情報提供を行った。 

メールマガジンの配信状況は以下のとおり。 

・定期配信版＜e-roken (イー・ローケン)＞ 計24回配信(第234号～第257号) 

・速報版＜e-roken flash(イー・ローケン・フラッシュ)＞ 計79回配信 

(4) インターネットホームページを活用した広報活動 

当協会ホームページ上に介護老人保健施設や当協会活動に関する最新情報を随時掲載し、一般に向

けた広報を行った。特に、認知症短期集中リハビリテーション提供施設を地図として記載した他、在

宅強化型介護老人保健施設、在宅復帰・在宅療養支援機能加算算定施設、訪問リハビリテーション実

施施設、短時間通所リハビリテーション実施施設の一覧の掲載を開始し、定期的に情報を更新した。 

また、当協会ホームページならびに会員専用ホームページ上に社会保障審議会(厚生労働省)等資

料・レポートやその他会員向け情報を掲載し、迅速かつ正確に情報提供を行った。 

(5) 全老健 FAX ニュースの配信 

即時情報提供が求められる審議会等の情報発信として「全老健 FAX ニュース」の配信を開始した。

合計 16 回（Vol.1～Vol.16）配信し、当協会ホームページ、会員専用ホームページと連動して迅速な情

報提供を行った。 

(6) その他の出版物の刊行 

当協会の広報及び介護老人保健施設の運営、教育等に資する目的で、以下の出版物等を編集・発行

した。 

・『平成26年版介護白書 －老健施設の立場から－』(平成26年10月刊) 

・『全老健版ケアマネジメント方式 R4システム 改訂版』（平成26年10月刊） 
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・『全老健版 平成27年度介護報酬改定資料集Ⅰ』(平成27年2月刊) 

また、協会の概要、英文パンフレットを一部改訂し、ホームページで公開した。 

 

8 ICT 関連事業 

全国大会発表演題登録システム（UMIN：University Hospital Medical Information Network）を、

第 25 回全国介護老人保健施設大会 岩手で活用し、引き続き第 26 回全国介護老人保健施設大会 神奈川 

in 横浜でも活用するため、円滑な演題登録・管理を行えるよう準備をした。 

また、当協会ホームページにおいて、認知症短期集中リハビリテーション提供施設や在宅強化型介護

老人保健施設等の情報提供を開始した他、機関誌『老健』やメールマガジンについてインターネットを

利用した読者アンケートを行った。 

なお、上記を含め ICT 関連事業については、6 調査研究事業(3)、7 広報出版事業(2)(3)(4)において報

告したとおりである。 

 

9 老健施設人材確保・育成対策事業 

(1) 人材対策特別委員会 

人材対策特別委員会とその部会である人材制度部会・人材確保部会を設置し、介護職員の確保、定着

について議論し、今後の方策に資するため「平成 26 年度老健施設における介護職員の現況調査」を行

った。 

(2) 財政支援制度（新基金）検討ワーキンググループ 

「地域における医療及び介護を総合的に確保するための基本的な方針」に定められた基金の活用につ

いて検討を行った。 

(3) 介護老人保健施設求人情報サイト 

昨年に引き続き、会員施設が無料で求人活動できるよう「求人情報サイト」の運営を行った。 

 

10 安全推進事業 

4 月ならびに 10 月を安全推進月間とし、安全推進月間ポスター(スタッフの心の健康)を配布、施設に

おける事故防止の周知・啓発を行った。その他、介護老人保健施設における事故発生防止の周知・啓発

を目的として、施設職員を対象とした以下の「安全推進セミナー」を開催した。 

① 新人スタッフ版（実務経験 2 年未満の施設職員等を対象） 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 26 年 6 月 9 日(金) AP 東京八重洲通り 126 名 

② ひやりはっと分析及び苦情対応入門（介護老人保健施設勤務 5 年以上の施設職員対象） 

開催地 実施期間 会場 受講者数 

東京都 平成 26 年 9 月 11 日(木)～12 日(金) AP 東京八重洲通り 128 名 

 

11 常設委員会事業 

(1) 総務・企画委員会 

総務・企画委員会に 3 つの部会及びワーキンググループを設置し、以下の事業を行った。 
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① 総務部会 

(ｱ) 平成 25 年度事業報告案・決算報告案の検討 

平成 25 年度事業の終了に伴い、塩原、山田両監事による監査を受け、理事会、社員総会に諮

る平成 25 年度事業報告書・決算報告について検討し、報告原案を作成した。 

(ｲ) 平成 26 年度事業計画の一部変更案・収支補正予算案に関する検討 

平成25年度決算の確定、平成26年度国庫補助金及び独立行政法人福祉医療機構助成金の確定

により、平成 26 年度事業計画の一部変更及び収支補正予算案の検討を行い、原案を作成した。 

(ｳ) 平成 27 年度事業計画案・収支予算案に関する検討 

事業増による支出の増加や制度改正等に対応する積立金の準備、経費節減等の対応をし、予算

編成の見直しを行い、当協会の適切な運営を図る観点から所要の検討を行い、原案を作成し

た。 

(ｴ) ブロック推薦理事数と学識理事数及びブロック割について 

ブロック推薦理事数、学識理事数、ブロック内会員数の整合性等について検討を行った。 

(ｵ) 支部総会及びブロック代表者会運営ガイドラインについて 

支部総会及びブロック代表者会の円滑かつ公正な運営を図るためにガイドラインの策定につい

て検討を行った。 

② 企画部会 

正副会長会及び常務理事会の要請に応じて出席し、新規事業等について意見交換を行った。 

③ 大会検討部会 

開催規程の改定に伴い、第 28、29 回大会の開催地について検討した。 

④ 財政支援制度（新基金）検討ワーキンググループ 

9 老健施設人材確保・育成対策事業(2)において報告したとおりである。 

この他、当委員会所掌の公益社団法人全国老人保健施設協会医療研究会では、第 25 回岩手大会にお

いて第 8 回老健医療研究会を同時開催したほか、老健医療研究会の今後の展開について検討した。 

(2) 管理運営委員会 

管理運営委員会に 2 つの部会を設置し、以下の事業を行った。 

① 安全推進部会 

施設における安全推進に資する目的で、以下の事業を実施した。また、研修委員会と連携し部会

に関連する講義を担当した。 

(ｱ) リスクマネジャー資格について 

5 認定資格制度事業(2)において報告したとおりである。 

(ｲ) 施設における安全対策について 

10 安全推進事業において報告したとおりである。 

(ｳ) JCAT について 

JCATについて、関係団体等との連携を強化するなど、今後の在り方について検討した。 

② 在宅支援推進部会 

社会保障審議会介護給付費分科会の平成 27 年度介護報酬改定の議論において、介護老人保健施設

については「在宅復帰支援機能の更なる強化」が求められたことを受け、在宅支援機能の強化の一

助となる「在宅支援推進マニュアル（仮称）」の発刊を目指し、内容や章立て等について検討した。 
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(3) 研修委員会 

2 大会事業および 3 教育事業の各種研修会を実施した。本件については、2 大会事業および 3 

教育事業において報告したとおりである。また、6 調査研究事業（3）を実施した。 

さらに、部会を設置し以下の事業を行った。 

① 大会推進部会 

第 25 回岩手大会から第 27 回大阪大会までの準備状況等の確認、第 25 回岩手大会の優秀奨励演題

の選定、全国大会演題発表の演題カテゴリーの見直し及びランチョンセミナーに関する課題等へ対

応について検討を行った。 

(4) 学術委員会 

研修委員会と連携し、研修会において関連する講義を担当した。また、2 大会事業で発表された演

題査読、6 調査研究事業(1)①②③④(4)を実施した。 

さらに、部会を設置し以下の事業を行った。 

① ケアマネジメント部会 

2 大会事業 研修会④、3 教育事業(5)を実施したほか、介護報酬改定に合わせ R4 システムの見

直しを行った。 

(5) 社会保障制度委員会 

現在の社会保障システムの課題や今後の介護老人保健施設のあり方等について検討するため、関連

団体からの委員を含む委員会構成とした。また、社会保障制度委員会に 2 つの部会を設置し、以下の

活動を行った。さらに、研修委員会と連携し、管理者（職）研修会等において関連する講義を担当し

た。 

① 介護報酬部会 

4 制度対策事業に資するため、各種調査の実施、調査データ分析等を行ったほか、介護保険関

連情報の提供等について随時検討を行った。 

具体的には、4 制度対策事業、6 調査研究事業(6)(7)(9)、7 広報出版事業(1)(3)(4)(5)(6)において

報告したとおりである。 

② 消費税対策部会 

社会保障審議会介護給付費分科会等における消費税問題の議論の推移を踏まえ、介護老人保健施

設における消費税の取り扱いについて調査し検討を行った。 

具体的には、6 調査研究事業(8)において報告したとおりである。 

(6) 名誉・倫理諮問会議 

厚生労働大臣表彰被表彰者の推薦および全国老人保健施設協会表彰の審査の他、表彰規程の改正及び

懲戒規程制定に向けての検討を行った。 

(7) 学術倫理委員会 

当協会が行う臨床研究・疫学研究等について、申請があった研究について審査を行った。 

(8) 広報情報委員会 

① 機関誌『老健』の刊行 

特集やインタビュー対象者の選定等の企画及び誌面調整、新規連載等について検討し、適宜実施

したほか、介護老人保健施設をとりまく諸問題について、迅速かつわかりやすさを念頭に置いた情

報提供を行った。また、今後の企画等の基礎資料とするために「機関誌『老健』読者アンケート」
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を実施した。なお、具体的には、7 広報出版事業(1)において報告したとおりである。 

② インターネット、ホームページ等を活用した広報・情報提供 

当協会ホームページ及び会員専用ホームページから、会員及び一般国民に向けて情報を発信した。

なお、具体的には、7 広報出版事業(2)(4)において報告したとおりである。 

③ メールマガジンの配信 

メールマガジン＜e-roken（イー・ローケン）＞の配信項目等の企画検討を行った。また、今後の

企画等の基礎資料とするために「メールマガジン e-roken 購読者 アンケート」を実施した。なお、

具体的には、7 広報出版事業(3)において報告したとおりである。 

④ 全老健 FAX ニュースの配信 

即時情報提供が求められる審議会等の情報発信として「全老健FAXニュース」の配信を開始した。

なお、具体的には、7 広報出版事業(5)において報告したとおりである。 

⑤ その他の出版物の編集、発行 

7 広報出版事業(6)において報告したとおりである。 

 

12 特別委員会事業 

人材対策特別委員会 

 政策提言等を検討する人材制度部会と、具体的な人材確保策等を検討する人材確保部会を設置し、介

護老人保健施設における介護職員等の人材確保や定着について検討を行った。 

 

13 高齢者ケア懇話会 

介護老人保健施設が国民に正しく理解され、また地域の社会資源として適切に利用されるため、広く

学識経験者・記者等の参集を求め、介護老人保健施設及び当協会の活動についての意見を頂戴し、これ

を当協会の活動に生かすことを目的として、記者及び有識者等との懇話会を開催した。また、介護報酬

改定に関して記者会見を行った。 

① 記者懇談会 

       開催日 テーマ 場所 

平成 26 年 5 月 16 日(金) 在宅復帰だけではない老健施設 ベルサール芝公園 

平成 26 年 9 月 26 日(金) 第 3 期執行部活動について 東京グランドホテル 

② 記者会見 

       開催日 テーマ 場所 

平成 26 年 10 月 10 日(金) 介護報酬改定に関する緊急記者会見 ベルサール芝公園 

平成 26 年 12 月 16 日(火) 署名活動に関する緊急記者会見 ベルサール芝公園 

平成 26 年 12 月 19 日(金) 介護保険 3 施設団体合同記者会見 厚生労働記者クラブ 

 

14 事務所移転 

成旺ビルの貸主である、東京リスマチック株式会社からの賃貸契約の解約依頼により、事務所移転を

行った。 

移転先：東京都港区芝公園 2-6-15  黒龍芝公園ビル 6 階 

   移転日：平成 27 年 2 月 1 日 
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15 正会員の加入動向 

平成 26年度末における正会員数は 3,555名である。なお、当協会設立時より今年度末までの年間加入

数及び各年度末正会員数は次表のとおりである。 

 年度中入会正会員数 年度中退会等正会員数 年度末正会員数 

平成 1 年度   １７６名 

平成 2 年度 １４４名  ３２０名 

平成 3 年度 １４３名  ４６３名 

平成 4 年度 １５２名  ６１５名 

平成 5 年度 １７５名  ７９０名 

平成 6 年度 １９３名  ９８３名 

平成 7 年度 ２０８名  １，１９１名 

平成 8 年度 ３２２名  １，５１３名 

平成 9 年度 ２８９名  １，８０２名 

平成 10 年度 ３３３名 ３名 ２，１３２名 

平成 11 年度 ２３７名 ２名 ２，３６７名 

平成 12 年度 ２２７名 ３名 ２，５９１名 

平成 13 年度 １０６名 １名 ２，６９６名 

平成 14 年度 ９７名 ３名 ２，７９０名 

平成 15 年度 １１９名 ２名 ２，９０７名 

平成 16 年度 １１７名 ５名 ３，０１９名 

平成 17 年度 １３７名 ３名 ３，１５３名 

平成 18 年度 ９１名 ５名 ３，２３９名 

平成 19 年度 ５９名 １１名 ３，２８７名 

平成 20 年度 ４７名 １３名 ３，３２１名 

平成 21 年度 ４３名 ４名 ３，３６０名 

平成 22 年度 ３８名 ７名 ３，３９１名 

平成 23 年度 ５１名 ６名 ３，４３６名 

平成 24 年度 ７２名 １０名 ３，４９８名 

平成 25 年度 ３１名 １５名 ３，５１４名 

平成 26 年度 ５０名 ９名 ３，５５５名 

 


